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要旨：付着強度の低い超高強度鉄筋（SBPDN鉄筋）を主筋に用いることで，残留変形の小さいドリフト硬化

型挙動を示す RC 柱を有する骨組の耐震性能の解明を目的とし，柱に用いる主筋種別を主な解析変数として

平面 RC 骨組に対して Pushover 解析と弾塑性地震応答解析を実施し，その応答性状を調べた。その結果，

SBPDN 鉄筋を主筋に使用した柱を 1 階柱に用いることで通常の SD390 鉄筋を使用した場合よりも，残留変

形を小さく抑えられることを明らかにした。また，複数回の巨大地震を骨組が受ける場合においても SBPDN

鉄筋を柱に用いることで，残留変形を小さく抑えられ安定した履歴挙動を示すことを明らかにした。 
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1. はじめに 

巨大地震に備えるために，建築物は従前の粘り強さに

加え，地震後の使用性や修復性に優れたレジリエンス（復

元性）を併せ持つ必要がある。著者らは表面にスパイラ

ル溝を有し，規格降伏強度が 1275N/mm2の超高強度鉄筋

（以下，SBPDN鉄筋）を主筋に用いた RC部材の研究を

行っており，SBPDN鉄筋を主筋に用いた RC部材は，大

変形後も残留変形を小さく抑えると共に，大変形時まで

耐力が上昇し続けるドリフト硬化型の履歴性状を示すこ

とを明らかにしてきている 1-3)。 

片持ち形式の柱の実験では，主筋の端部に機械式定着

を施せば，RC 柱は大変形域まで水平抵抗力が低下する

ことなく非常に安定した履歴挙動を示し，除荷後の変形

を小さく抑えられることが明らかになった 2)。さらに，

逆対称曲げモーメントを受ける場合においても，柱反曲

点近傍で主筋のすべり止め策を講じ，同位置でのコンク

リートの割裂ひび割れを防ぐことで，同様の安定した履

歴挙動を発揮することを実験により示した 4, 5)。 

また SBPDN 鉄筋を主筋に用いた柱の履歴性状につい

ては，付着すべりの影響を考慮した部材解析 3)を用いる

ことで精度良く評価できることを明らかにしてきた 5)。 

しかしながら，これまでの研究は部材単体に対して行

われたものである。一般的に，骨組は柱梁接合部におい

て，梁の塑性化を先行させ，層崩壊を防ぐ必要がある。

そのような骨組において，残留変形の小さなドリフト硬

化型の履歴性状を有する RC 柱を用いた場合の耐震性能

は明らかではない。 

そこで本研究は，SBPDN鉄筋を主筋に使用した RC柱

を有する骨組の耐震性能を明らかにすることを目的とし

て，5 層 3 スパンの平面 RC 骨組モデルにおいて，使用

する柱種別による耐震性能の変化をPushover解析と弾塑

性地震応答解析により調べた。柱には，一般的に用いら

れる SD390 を用いた RC 柱と SBPDN 鉄筋を用いた RC

柱の 2種類を用いる。骨組モデルには SD390の柱を用い

た場合に，全体崩壊機構を形成するように設計したもの

を用いている。また近年，複数回の大きな揺れを受ける

ような地震についての検討の必要性が高まっている。そ

こで，柱に SBPDN 鉄筋を用いた骨組の繰り返しの地震

動を受けた際の耐震挙動についても検証した。 

 

2. 骨組モデル 

2.1 建物概要 

解析対象とする建築物は，高さ 16.5mの実大 5層の鉄

筋コンクリート建物である。各階高は 3.3m，スパン長さ

は 6.0m の整形純ラーメンであり，建物用途は事務所で

ある。各階の柱断面，梁断面は，主筋に SD390を用いる

と仮定した上で，保有水平耐力計算に基づき，図-1のよ

うに設定した。 

2.2 骨組モデル概要 

解析のプラットフォームは，米国の PEER で開発され

た Opensees6）を用いる。 

 本研究では，柱梁は断面の重心位置を通る線材とし，

柱梁接合部は剛，１階柱脚は固定としてモデル化する。

柱梁のひび割れや曲げ降伏による非線形特性は，後節の

ようにモデル化することで評価した。長期荷重の値は荷

重指針 7）により略算し，各階の質量は，表-1のように設

定した。また，平面上の質量は，隅柱と内柱の柱梁接合

部に集中するものとし，内柱の質量は隅柱の質量の 2倍

と仮定した。内側のフレームを検討対象とした。 

2.3 部材のモデル化 

本研究の部材においては，SD390 と SBPDN 鉄筋の 2

種類を用いている。それらの主筋の特性に基づき異なる
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方法で部材解析を行い，モデル化を行う。なお，本解析

では，せん断破壊や割裂破壊は生じないと仮定している。 

(1) 異形鉄筋 SD390 を主筋に用いる部材の解析 

主筋に SD390を用いる部材に関しては，ファイバー法

により-解析を行って得られる曲げモーメント－曲

率関係をトリリニアモデルで近似化した。-解析は，

断面寸法と配筋に基づいて，鉄筋とコンクリートのファ

イバーに分割し，平面保持の仮定に基づいて解析を実施

した。材料の応力-ひずみ関係モデルは，コンクリートは

崎野・孫式 8）を用い，主筋 SD390 は完全弾塑性モデルを

用いた。各断面形状において，一定軸力下での単調載荷

の-解析を行い，そのモデル化を行う。軸力は長期荷

重により各柱に生じる値を用いており，骨組の変形に伴

って柱に生じる変動軸力については考慮していない。ま

た，柱梁曲げ耐力比は、ト形接合部に関しては 3.3以上、

十字形接合部に関しては 1.8 以上であるため，柱梁接合

部の接合部降伏破壊は考慮しないものとする。 

(2) SBPDN 鉄筋を主筋に用いる部材の解析 

SBPDN鉄筋を主筋に用いる部材の場合，付着すべりの

影響が顕著になるため，上記の断面解析手法では，履歴

挙動を適切に評価できないことが既往の研究で報告され

ている 3,5)。本論では，船戸らの手法 3)により，鉄筋とコ

ンクリート間の付着－すべり関係を考慮できる分割要素

解析を行った。解析手法の妥当性を示す一例として，既

往の研究における SBPDN 鉄筋を用いた柱に対する一定

軸力下での正負交番繰り返し載荷実験結果と船戸らの解

析手法による部材解析結果の比較 5)を図-2に示す。図の

ように，本解析手法は SBPDN 鉄筋を用いた柱の耐力な

らびに残留変形を精度よく評価することができる。 

本解析は，柱をヒンジ領域と付着バネ領域に離散化し

たうえ，付着バネ領域からの鉄筋抜け出し量を付着応力

-すべり量関係を用いて算出してから，ヒンジ領域内の鉄

筋のひずみないし応力を求める手法である。また，ヒン

ジ領域のコンクリート断面に対してはファイバー法によ

り-解析を行うものである。材料の応力-ひずみ関係

モデルの包絡線について，コンクリートは崎野・孫式を

用い，SBPDN 鉄筋は Menegotto-Pinto モデルを用い，繰

り返し則については，北島らの提案手法 9）を用いた。各

柱部材において，柱脚から柱中央高さまでの長さ Lの片

持ち柱として，一定軸力下での繰り返し水平力に対する

部材解析を行い，柱脚部での-関係を取得した。ヒン

ジ領域長さ Lpは 1.0D(Dは断面せい)と仮定し，主筋は柱

中央部と柱梁接合部中央で定着されていると仮定した。

せん断変形は考慮しないものとした。 

(3) Mφ関係のモデル化 

 本研究では上記の解析により得られた-関係を図-

3に示すトリリニアモデルで近似化する。図中の A点と

B 点は，それぞれ 1 次降伏点(My1)，2 次降伏点(My2)を表

す点であり，該当の柱部材が，集中ヒンジの仮定に基づ

いて片持ち柱として変形した際の部材角 Rの値に基づい

て決定した。ここで，部材角 Rと曲率 φの関係は，塑性

ヒンジ領域 Lp と柱脚から柱中央高さまでの長さ L を用

いて下記の式(1)によると仮定した。 

表-1 各階の質量 

階
単位床荷重*

(tf/m
2
)

床荷重
(kN)

質量
(ton)

R 1.63 1726.4 173.4

5 1.39 1472.2 147.9

4 1.39 1472.2 147.9

3 1.39 1472.2 147.9

2 1.39 1472.2 147.9

1 1.39 1472.2 147.9

*の値は建築物荷重指針・同解説(2004)参照

DD 800 pt 0.59%

BB 800 d 740

Dcore 712 f'c 30

Bcore 712 f'cc 30.3

帯筋 D10@80 主筋 28-D22

pw 0.22% 用途 1,2階柱

DD 750 pt 0.60%

BB 750 d 690

Dcore 662 f'c 30

Bcore 662 f'cc 30.3

帯筋 D10@90 主筋 28-D22

pw 0.21% 用途 3,4,5階柱

DD 800 pt 0.82%

BB 500 d 740

Dcore 715 f'c 30

Bcore 455 f'cc 30

あばら筋 D10@120 主筋 12-D25

pw 0.23% 用途 全階梁

DD:柱せい，BB:柱幅，Dcore:コアせい，Bcore:コア幅，

pw:せん断補強筋比，pt:引張鉄筋比，d:有効せい，

f'c:コンクリート強度，f'cc:コアコンクリート強度

図-1 柱梁断面詳細 図-2 部材解析比較 5) 
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A 点は部材角 R=0.0025rad.時の点を用い，B 点に関し

ては，SBPDN鉄筋を主筋に用いた部材は R=0.01rad.時の

点を，SD390を主筋に用いた部材はグラフの再現性を考

慮し，最大曲げモーメントの 0.95 倍を通る点とした。C

点は B 点以降の勾配を制御する点であり，R=0.03rad.時

の点とした。復元力特性モデルは下式(2)と(3)を用い，

Takeda モデルを簡易的に模擬した。 

yunl  /  ·············································· (2) 

0KKunl    ··········································· (3) 

ここで除荷剛性を決めるの値は主筋に SD390を用い

る部材に関してはSD0.4で一定とした 10）。一方，SBPDN

鉄筋を用いる部材は一般的な部材より除荷剛性が小さ

くなることを適切に評価する必要がある。そこで，各断

面に対して 2.3.2 節に示した部材解析手法による一定軸

力下における正負交番水平力漸増載荷解析を行い，部材

角 R=0.010, 0.015, 0.020, 0.025, 0.030 rad.の各サイクルで

の解析結果の残留曲率と，モデル化後の残留曲率の差の

二乗和が最も小さくなるように各断面についてUHR の

値を決めた。得られた各断面のの値と-関係の第 3

勾配と初期勾配の比を表-2に示す。また，一例として，

1 階内柱断面における解析結果とモデル化したの値に

よる M-φ 関係の比較を図-4 に示す。履歴ループの大き

さにおいては，過小評価しているが，SBPDN鉄筋を用い

ることによる残留変形の抑制を再現できていることが

確認できる。 

各断面の軸剛性は，コンクリートのヤング係数，断面

積，部材長によって求め，一定とした。 

 

3. Pushover 解析 

柱種別の違いによる骨組の耐震性能を検証するため

に，Pushover 解析を行った。鉛直方向の水平力分布は Ai

分布に基づいて決定し，中柱の節点の水平力は外柱の節

点の 2倍とした。載荷は最上階の外柱柱頭の節点の水平

変位を屋上高さで除して得られる全体変形角により制

御し，載荷プログラムは全体変形角が 0.005, 0.010, 0.015, 

0.020, 0.025, 0.030 rad.の各変位振幅 1 回ずつの正負交番

繰返し載荷である。P-Δ 効果の影響は柱のみ考慮した。

柱に用いる主筋種別を変数として5caseの解析を行った。

それぞれの case において，各柱断面に用いた主筋種別

は，表-3 の通りであり，case1 は柱主筋すべてに SD390

を用いたモデルケースであり，case2 はすべてに SBPDN

鉄筋を用いた場合，case3は 1階柱のみに SBPDN鉄筋を

用いた場合，case4と case5はそれぞれ 1階の中柱と外柱

にのみ SBPDN鉄筋を用い場合である。図-5～図-7に検

討骨組の Pushover 解析結果の比較として，1階層せん断

力（以下，ベースシア）と全体変形角関係，ベースシア

と 1階層間変形角関係，各階の層間変形角分布を示す。 

 図-5 による case1 と case2 の比較から，すべての柱を

SBPDN鉄筋とすることで，全体変形角の残留が 2/3程度

に抑えられていることがわかる。また階ごとの層間変形

角の分布が変化したことが確認できる。 

図-1 柱，梁断面詳細 図-2 柱梁断面詳細 
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図-4 による M-関係の比較 
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表-2 各柱におけるとの値まとめ 

 SD   SD   UHR   UHR 

5 0.012 0.011 0.380 0.211 0.348 0.230

4 0.006 0.006 0.430 0.184 0.380 0.212

3 0.006 0.006 0.515 0.151 0.387 0.205

2 0.005 0.006 0.516 0.147 0.412 0.188

1 0.003 0.006 0.522 0.139 0.433 0.178

0.4

SD390

中柱 外柱階

SBPDN鉄筋

中柱 外柱

0.4

表-3 柱位置と主筋に使用する鉄筋のまとめ 

柱位置 1階中柱 1階外柱 2~4階柱 5階柱

case1

case2

case3

case4 SBPDN鉄筋

case5 SD390 SBPDN鉄筋

SD390

SBPDN鉄筋

SBPDN鉄筋 SD390

SD390

SD390

 

 

DD 800 Pt  

BB 800 d 740 

Dcore 712 Fc 30 

Bcore 712 fcc’  

帯筋 D10 主筋 28-D22 

Pw  使用階 1,2階 

 

DD 750 Pt  

BB 750 d 690 

Dcore 662 Fc 30 

Bcore 662 fcc’  

帯筋 D10 主筋 28-D22 

Pw  使用階 
3,4,5
階 

 

DD 800 Pt  

BB 800 d 740 

Dcore 712 Fc 30 

Bcore 712 fcc’  

帯筋 D10 主筋 28-D22 

Pw  使用階 全階 
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図-6 による比較より，case2 と case3 はほとんど同じ

結果であることが確認でき，1 階柱の履歴挙動が骨組の

耐震性能に大きな影響を及ぼすことがわかる。これは全

体崩壊機構を形成する骨組であるため，柱にヒンジがで

きるのは，1 階柱脚部と 5 階柱頭部だけであるためであ

る。そのため，case2と case3の違いは 5階の柱頭側にで

きる塑性ヒンジの影響であると考えられる。また，case3

の方が層間変形角の階ごとの差を小さく，変形の集中を

抑えることができている。これは SD390 を用いた case1

において，そもそも 5階の変形量が小さかったため，5階

柱にまで SBPDN 鉄筋を用いると，さらに変形量を小さ

く抑えてしまい，他の階への変形の集中を促進させてし

まうためと考えられる。今回の検討対象のような，1 階

柱脚と 5 階の柱頭以外で柱に塑性ヒンジが生じず，5 階

の層間変形が小さい建物の場合，1 階だけを SBPDN 鉄

筋にするだけで効率的にかつ効果的に骨組の耐震性能を

上昇させることができることがわかる。 

 図-7 による比較から，本論の骨組モデルにおいては，

1 階すべての柱の主筋を SBPDN 鉄筋にしなくても，中

柱または外柱の 2 本の柱の主筋を SBPDN 鉄筋にするだ

けで，十分に骨組の残留変形を抑制できることがわかる。

case5 が case3 や case4 より変形を抑えられているが，こ

れらの結果には変動軸力の影響が含まれていないため，

1 階柱のどの位置の柱の主筋に SBPDN 鉄筋を用いると

有効であるかに関しては今後更なる検討が必要である。 

 

4. 弾塑性地震応答解析 

地震応答時の柱主筋種別の影響を調べるため，平面フ

レームモデルに対する弾塑性地震応答解析を行った。入

力地震波は，図-8に示す El Centro 波の NS成分を 50kine

に基準化したもの(Type1），100kine に基準化したもの

(Type2)，100kine に基準化したものを 2 回入力したもの

(Type3)の 3パターンを使用した。数値計算には Newmark

の法を使い，=1/4とした。また，応答計算の時間刻み
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は 0.02秒，減衰マトリクスは，質量マトリクスと初期剛

性マトリクスを用いた Reyleigh 減衰として，1 次モード

と 2 次モードに対してそれぞれ 3.0％の減衰定数を設定

し，作成した。1回の地震波の入力継続時間は 53.74秒で

ある。骨組モデルの case としては，表-3 の 5case の内，

case1，3の 2caseに対して計算を行った。各 Type の地震

波に対する各 caseの全体変形角の最大値と残留値をまと

めたものを表-4 に示し，全体変形角と時間の関係を図-

9 に示し，階数と各階の層間変形角の最大値の関係を図

-10 に示し，階数と残留層間変形角の関係を図-11 に示

す。それぞれ上から，Type1，Type2，Type3 の結果である。

また，残留値は地震後骨組が自由振動し，十分に加速度

が減衰した後の値である。 

 図-9～11による case1と case3 の比較において，50kine

に基準化した地震動を入力した際は，各層の最大層間変

形角，残留変形ともに大きな差は見られなかった。

100kine に基準化した地震動を入力した際の応答におい

ては，1 階の最大層間変形角に差が生じていることがわ

かる。これは SBPDN 鉄筋を主筋に用いた柱は，大変形

域においても高い剛性を保ち続けるため，最大変形量を

小さく抑えたものと考えられる。2 階以上の階では最大

層間変形角はほとんど変化がないが，残留変形は SBPDN

鉄筋を主筋に用いることで小さく抑えられている傾向が

見られる。100kine に基準化した地震動を 2 回入力した

際は，1 回入力した際より少し全体変形角が最大時の層
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間変形角が少し大きくなっている。また残留変形に関し

ては，case1 の場合に比べて，case3 の場合の増加率が小

さいことが読み取れる。ここから，多数回の地震を受け

る可能性が高い建物ほど，SBPDN 鉄筋の有効性が高くな

ると考えられる。 

図-9 と表-4 から，SBPDN 鉄筋を用いた RC 柱を 1 階

に利用することで，最大変形量はほとんど変わらないが，

骨組全体の残留変形を小さく抑えることに有効に働くこ

とが分かる。今後，どの位置の柱に SBPDN 鉄筋を用い

ると骨組の耐震性能を効率的に上昇させることができる

のかを検討していく必要がある。 

 

5. まとめ 

 5 層 3 スパンの全体崩壊機構を形成する RC 骨組モデ

ルにおいて，柱部材に用いる主筋種別が骨組の耐震性能

に及ぼす影響を明らかにすべく，フレームモデルに対す

る Pushover解析と弾塑性地震応答解析を実施し，以下の

所見を得た。 

・ SBPDN鉄筋を用いることで，骨組の全体変形角およ

び層間変形角の残留値を小さく抑えることができ

る。 

・ 柱において 1階柱脚と最上階の柱頭にしか塑性ヒン

ジが形成されない場合，1 階の柱のみに SBPDN 鉄

筋を用いるだけで骨組の耐震性能を効果的に高め

ることができる。本ケースにおいては，4 本の 1 階

柱のうち 2 本の柱の主筋を SBPDN 鉄筋にするだけ

でも十分に耐震性能を高めることができた。 

・ SBPDN 鉄筋を使用した柱を有する骨組は，100kine

程度の巨大地震の時においても残留変形を小さく

抑え，複数回の巨大地震が生じた場合においても，

安定した耐震性能を発揮する。 

今後は，他の崩壊機構の骨組へ適用することや，高さが

違う場合などを検討していく必要がある． 
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表-4 弾塑性地震応答時の全体変形角と残留変形角 

地震動

変形角 最大全体変形角 残留全体変形角 最大全体変形角 残留全体変形角 最大全体変形角 残留全体変形角

case1 0.852%(rad.) -0.008%(rad.) 1.941%(rad.) 0.228%(rad.) 2.090%(rad.) 0.305%(rad.)

case3 0.871%(rad.) -0.035%(rad.) 1.823%(rad.) 0.005%(rad.) 1.933%(rad.) 0.011%(rad.)

Type1 Type2 Type3
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